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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のパワー半導体素子と、
　受熱部材と、
　複数のヒートパイプを有し、
　前記複数のパワー半導体素子は前記受熱部材の一方側の面に取り付けられ、
　前記複数のヒートパイプは前記受熱部材の他方側の面に取り付けられ、
　前記複数のヒートパイプは、前記受熱部材の外側に立ち上げられた放熱部と、前記受熱
部材と接触する受熱部と、を備えた電力変換装置において、
　前記複数のヒートパイプの各々の受熱部が同一面上に設置される、複数の第１のヒート
パイプと第２のヒートパイプを備え、
　前記複数の第１のヒートパイプは、前記複数の第１のヒートパイプの受熱部の長手方向
が冷却風の流れ方向と略同一方向に並べて設置され、
　前記第２のヒートパイプは、前記第２のヒートパイプの受熱部の長手方向が冷却風の流
れ方向と略垂直の方向で、かつ隣接する前記複数の第１のヒートパイプとの間に設置され
、
　前記第２のヒートパイプの受熱部は、発熱量の異なる複数の素子に跨って配置されるこ
と
　を特徴とする電力変換装置。
【請求項２】
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　請求項１記載の電力変換装置において、
　前記複数の第１のヒートパイプの受熱部、及び前記第２のヒートパイプの受熱部と同一
面上であって、前記受熱部材の端部に沿って、前記受熱部材の熱を平均化させる均熱パイ
プを有すること
　を特徴とする電力変換装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の電力変換装置において、
　前記複数の素子は、ＩＧＢＴモジュールとダイオードモジュールであること
　を特徴とする電力変換装置。
【請求項４】
　請求項２記載の電力変換装置において、
　前記の長手方向が冷却風の流れ方向と略垂直の方向に設置された第２ヒートパイプの少
なくとも一部は、少なくとも片側を前記受熱部材の外側に立ち上げたこと
　を特徴とする電力変換装置。
【請求項５】
　請求項２記載の電力変換装置において、
　前記放熱部に取り付けられるフィンを備え、
　前記フィンは、冷却風の上流側と下流側で間隔を変え、下流側ほど前記フィンの間隔を
狭くしたこと
　を特徴とする電力変換装置。
【請求項６】
　請求項２記載の電力変換装置において、
　冷却風の上流側と下流側で前記放熱部の間隔を変え、下流側ほど前記放熱部の間隔を狭
くしたこと
　を特徴とする電力変換装置。
【請求項７】
　請求項５記載の電力変換装置において、
　冷却風の上流側と下流側で前記フィンの材料を変え、上流側の前記フィンの熱伝導率よ
りも下流側の前記フィンの熱伝導率を大きくしたこと
　を特徴とする電力変換装置。
【請求項８】
　複数の発熱素子を一方側の面で接続するための受熱部材と、
　前記受熱部材の他方側の面に接続した複数のヒートパイプと、を備え、
　前記複数のヒートパイプは、前記受熱部材の外側に立ち上げられた放熱部と、前記受熱
部材と接触する受熱部と、を備えた冷却装置において、
　前記複数のヒートパイプの各々の受熱部が同一面上に設置される、複数の第１のヒート
パイプと第２のヒートパイプを備え、
　前記複数の第１のヒートパイプは、前記複数の第１のヒートパイプの受熱部の長手方向
が冷却風の流れ方向と略同一方向に並べて設置され、
　前記第２のヒートパイプは、前記第２のヒートパイプの受熱部の長手方向が冷却風の流
れ方向と略垂直の方向で、かつ隣接する前記複数の第１のヒートパイプとの間に設置され
、
　前記第２のヒートパイプの受熱部は、発熱量の異なる複数の素子に跨って配置されるこ
と
　を特徴とする冷却装置。
【請求項９】
　請求項８記載の冷却装置において、
　前記複数の第１のヒートパイプの受熱部、及び前記第２のヒートパイプの受熱部と同一
面上であって、前記受熱部材の端部に沿って、前記受熱部材の熱を平均化させる均熱パイ
プを有すること
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　を特徴とする冷却装置。
【請求項１０】
　請求項９記載の冷却装置において、
　複数の前記第２ヒートパイプの少なくとも一部は、少なくともパイプの片側に前記放熱
部を備えること
　を特徴とする電力変換装置。
【請求項１１】
　請求項９記載の冷却装置において、
　前記放熱部に取り付けられるフィンを備え、
　前記フィンは、冷却風の上流側と下流側で間隔を変え、下流側ほど前記フィンの間隔を
狭くしたこと
　を特徴とする冷却装置。
【請求項１２】
　請求項９記載の冷却装置において、
　冷却風の上流側と下流側で前記放熱部の間隔を変え、下流側ほど前記放熱部の間隔を狭
くしたこと
　を特徴とする冷却装置。
【請求項１３】
　請求項１１記載の冷却装置において、
　冷却風の上流側と下流側で前記フィンの材料を変え、上流側の前記フィンの熱伝導率よ
りも下流側の前記フィンの熱伝導率を大きくしたこと
　を特徴とする冷却装置。
【請求項１４】
　受熱部材と、
　前記受熱部材の一方側に取り付けられる複数のパワー半導体素子と、
　前記受熱部材の他方側に取り付けられる複数のヒートパイプと、
　を備えた電力変換装置および該電力変換装置により駆動される車両駆動用電動機を備え
た鉄道車両において、
　前記複数のヒートパイプは前記受熱部材と接触する受熱部を備え、
　前記複数のヒートパイプの各々の受熱部が同一面上に設置される、複数の第１のヒート
パイプと第２のヒートパイプを備え、
　前記複数の第１のヒートパイプは、前記複数の第１のヒートパイプの受熱部の長手方向
が前記送風機の送風方向と略同一方向に並べて設置され、
　前記第２のヒートパイプは、前記第２のヒートパイプの受熱部の長手方向が前記送風機
の送風方向と略垂直の方向で、かつ隣接する前記複数の第１のヒートパイプの受熱部との
間に設置され、
　前記第２のヒートパイプの受熱部は、発熱量の異なる複数の素子に跨って配置された電
力変換装置を搭載したこと、
　を特徴とする鉄道車両。
【請求項１５】
　受熱部材と、
　前記受熱部材の一方側に取り付けられる複数のパワー半導体素子と、
　前記受熱部材の他方側に取り付けられる複数のヒートパイプと、
　を備えた電力変換装置および該電力変換装置により駆動される車両駆動用電動機を備え
た鉄道車両において、
　前記複数のヒートパイプは前記受熱部材と接触する受熱部を備え、
　前記複数のヒートパイプは、同一面上に前記受熱部の各々が設置される複数の第１のヒ
ートパイプと、第２のヒートパイプを備え、
　前記複数の第１のヒートパイプは、前記複数の第１のヒートパイプの受熱部の長手方向
が前記鉄道車両の走行方向と略同一方向に並べて設置され、
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　前記第２のヒートパイプは、前記第２のヒートパイプの受熱部の長手方向が前記鉄道車
両の走行方向と略垂直の方向で、かつ隣接する前記複数の第１のヒートパイプの受熱部と
の間に設置され、
　前記第２のヒートパイプの受熱部は、発熱量の異なる複数の素子に跨って配置された走
行風冷却式の電力変換装置を搭載したこと、
　を特徴とする鉄道車両。
【請求項１６】
　受熱部材と、
　前記受熱部材の一方側に取り付けられる複数のパワー半導体素子と、
　前記受熱部材の他方側に取り付けられる複数のヒートパイプと、
　を備えた電力変換装置および該電力変換装置により駆動される車両駆動用電動機を備え
た鉄道車両において、
　前記複数のヒートパイプは前記受熱部材と接触する受熱部を備え、
　前記複数のヒートパイプは、同一面上に前記受熱部の各々が設置される複数の第１のヒ
ートパイプと、第２のヒートパイプを備え、
　前記複数の第１のヒートパイプは、前記複数の第１のヒートパイプの受熱部の長手方向
が前記鉄道車両の上下方向と略同一方向に並べて設置され、
　前記第２のヒートパイプは、前記第２のヒートパイプの受熱部の長手方向が前記鉄道車
両の上下方向と略垂直の方向で、かつ隣接する前記複数の第１のヒートパイプの受熱部と
の間に設置され、
　前記第２のヒートパイプの受熱部は、発熱量の異なる複数の素子に跨って配置された自
然対流冷却式の電力変換装置を搭載したこと
　を特徴とする鉄道車両。
【請求項１７】
　請求項１４ないし請求項１６のいずれかに記載の鉄道車両において、
　前記電力変換装置は、前記複数の第１のヒートパイプの受熱部、及び前記第２のヒート
パイプの受熱部と同一面上であって、前記受熱部材の端部に沿って、前記受熱部材の熱を
平均化させる均熱パイプを有すること
　を特徴とする鉄道車両。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、冷却装置の冷却性能向上に関する。特に、電力変換装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電力変換装置は、電動機を制御するためのものであり、電力変換装置は冷却性能を向上
し、小型化することが望まれている。従来の電力変換装置は、特許文献１のようにＬ字形
状のヒートパイプの受熱部が受熱部材に熱的に接触するように配置し、ヒートパイプ受熱
部から立ち上がる放熱部を千鳥状に配置することにより、放熱性能を向上した構造が知ら
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平１１－２５１４９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　近年、冷却装置の冷却性能向上が重要な課題となっており、特に高速車両等の高出力が
要求される電力変換装置においては、高発熱密度のパワー半導体素子が密接して配置され
る傾向にあり、高い発熱をいかに冷却して素子の温度上昇を抑えるかが重要である。前記
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従来構造においては、ヒートパイプの受熱部が冷却風の流れ方向のみに配置されていたた
め、冷却風の流れと垂直の方向に大きな発熱分布がある場合に、発熱の大きい部分から発
熱の小さい部分への熱の移動が必ずしも十分になされていないため、冷却装置が大型化す
るという課題があった。
【０００５】
　本発明の目的は、発熱素子の発熱が冷却風の流れ方向と異なる方向に分布がある場合に
おいても、発熱の大きい部分から小さい部分へと十分に熱を移動させることができる冷却
装置または電力変換装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　前記目的を達成するために、本発明の電力変換装置では、複数のヒートパイプの前記受
熱部材に取り付けられた部分が、互いに所定角度以上を成すように、前記複数のヒートパ
イプが前記受熱部材に取り付けられる。
【０００７】
　本発明の冷却装置では、前記複数のヒートパイプの前記受熱部材と接続する部分が、互
いに所定角度以上を成すように、前記複数のヒートパイプが前記受熱部材と接続されてい
る。
【発明の効果】
【０００８】
　発熱素子の発熱が冷却風の流れ方向と異なる方向に分布がある場合においても、冷却風
温度が高く素子温度が上がり易い部分から冷却風温度が比較的低い部分へ熱が移動すると
ともに、発熱量の多い部分から少ない部分へ熱が移動するので、発熱素子の発熱が効果的
に分散されて冷却装置の冷却性能が向上する。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の一実施形態における電力変換装置の冷却風の流れ方向と平行な鉛直方向
断面図である。
【図２】本発明の一実施形態における電力変換装置の冷却風の流れ方向と垂直方向から見
た鉛直方向断面図である。
【図３】本発明の一実施形態における電力変換装置のヒートパイプと半導体モジュールの
配置を示す図である。
【図４】本発明の一実施形態における電力変換装置の別の位置における流れ方向と平行な
鉛直方向断面図である。
【図５】本発明の一実施形態における電力変換装置の別の位置における冷却風の流れ方向
と垂直方向から見た鉛直方向断面図である。
【図６】本発明の一実施形態における電力変換装置のヒートパイプと半導体モジュールの
配置の他の配置方法を示す図である。
【図７】本発明の他の実施形態（第２の実施形態）における電力変換装置のヒートパイプ
と半導体モジュールの配置を示す図である。
【図８】本発明の他の実施形態（第２の実施形態）における電力変換装置の冷却風の流れ
方向と垂直方向の鉛直方向断面図である。
【図９】本発明の更に他の実施形態（第３の実施形態）における電力変換装置の冷却風の
流れ方向に沿った鉛直方向断面図である。
【図１０】本発明の更に他の実施形態（第３の実施形態）における電力変換装置の冷却風
の流れ方向に沿った鉛直方向断面図である。
【図１１】本発明の更に他の実施形態（第４の実施形態）における電力変換装置のヒート
パイプと半導体モジュールの配置を示す図である。
【図１２】本発明の電力変換装置を鉄道車両に搭載した構成を示す図である。
【図１３】本発明の一実施形態における電力変換装置の各モジュールの配置構成を示す図
である。
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【図１４】本発明の一実施形態における電力変換装置における各モジュールの発熱量と温
度分布の一例を示す図である。
【図１５】本発明の一実施形態における電力変換装置の１相分の回路図を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明の実施の形態を以下、図面を用いて説明する。図１２に本発明の一実施形態にお
ける電力変換装置を鉄道車両に搭載したときの構成を示す。本発明の電力変換装置は、鉄
道車両の床下等に設けられ、車両を駆動する電動機に供給する電力の周波数などを制御す
ることにより、電動機の回転速度の制御を行う。図１２において、電力変換装置１０００
は、車体１００２と固定されている。矢印３０は冷却風の流れを示す。冷却風は、送風機
４０によって吸込みグリル４１から吸い込まれ、電力変換装置１０００の冷却装置１００
１に供給される。
【００１１】
　図１５に本実施例の電力変換装置の１相分の回路構成を示す。電力変換装置は、ＩＧＢ
Ｔ（Insulated Gate Bipolar Transistor）やクランプダイオードのパワー半導体素子と
、コンデンサで構成されており、図１５に示す回路をＵ，Ｖ，Ｗの３相分備える。本電力
変換装置をインバータとして駆動する場合には、直流電圧を一次側から受けて３レベルの
電圧波形を二次側へ出力することができる。
【００１２】
　図１３に本実施例の本実施例の電力変換装置の各モジュールの配置構成を示す。複数の
ＩＧＢＴモジュール６，８やクランプダイオードモジュール７は、アルミニウム合金等の
金属からなる受熱部材４の一方側の面に配置される。
【００１３】
　図１４に本実施例の電力変換装置を駆動した場合における各モジュールの発熱量と温度
分布の一例を示す。この図からクランプダイオードモジュール７の発熱量は、ＩＧＢＴモ
ジュール６，８の発熱量と比較して低く、温度分布も同様にクランプダイオードモジュー
ル７がＩＧＢＴモジュール６，８と比較して低温であることが分かる。実際に、ＩＧＢＴ
モジュール６，８の最大発熱量はクランプダイオードモジュール７の最大発熱量の１０倍
程度と非常に大きい。
【００１４】
　図１に本実施形態（第１の実施形態）における電力変換装置の冷却風の流れ方向に平行
な鉛直断面図を、図２に冷却風の流れ方向と垂直な方向から見た鉛直断面図を示す。本実
施形態の電力変換装置は各モジュールの配置を受熱部材上で左右対称となるように配置し
たので、図２には装置の半分の構造を示した。
【００１５】
　図１で、１０００は電力変換器全体、１００１は電力変換器の冷却装置を示す。冷却装
置は、受熱部材４，ヒートパイプ１，２，フィン５等から構成される。モジュール６，７
，８，６１，６２等は、グリース等の部材（図示せず）を介して受熱部材４とねじ等（図
示せず）によって固定される。受熱部材４のパワー半導体モジュールの側には、ＩＧＢＴ
駆動回路９やフィルタコンデンサ１０等の電子部品が設置されている。また、受熱部材４
に装着されたパワー半導体モジュールの周囲は、ケース１１，１２により密閉されている
。受熱部材４のパワー半導体モジュール設置面の反対側には、Ｕ字型のヒートパイプ１の
受熱部１０１が冷却風の流れ方向と略同一方向となるように埋め込まれ、受熱部１０１は
ハンダ付け等により受熱部材４と熱的に接続されている。ここで、冷却風の流れ方向と略
同一方向とは、冷却風の流れ方向に対して約－１０度～約１０度を成す向きを意図するも
のである。しかし、必ずしも略同一方向となる必要はなく約－４５度～約４５度の範囲内
であれば良い。Ｕ字型ヒートパイプ１の受熱部１０１の両側からは、放熱部１０２が立ち
上がっている。Ｌ字型のヒートパイプ２の受熱部２０１も同様に冷却風の流れ方向と略同
一方向となるように受熱部材４に埋め込まれて、ハンダ付け等により受熱部と接続されて
いる。Ｌ字型のヒートパイプ２の受熱部２０１の片側からは、放熱部２０２が立ち上がっ
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ている。放熱部１０２および２０２には、アルミニウムや銅等の金属でできた複数のフィ
ン５が圧入等によって接続されている。
【００１６】
　さらに受熱部材４には、ヒートパイプ３が、冷却風の流れ方向とその長手方向が略垂直
の向きになるように配置されている。すなわち、ヒートパイプ３の長手方向は、Ｕ字型ヒ
ートパイプ１やＬ字型ヒートパイプ２の長手方向と略垂直方向に配置されている。ここで
、冷却風の流れ方向とその長手方向が略垂直の向きとは、冷却風の流れ方向に対して約８
０度～約１００度の角度を成す向きを意図するものである。しかし、必ずしも略同一方向
となる必要はなく約４５度～約１３５度の範囲内であれば良い。
【００１７】
　受熱部材４とヒートパイプおよびパワー半導体モジュールの配置を図３に示す。図３に
おいて６，８，６１，６２，８１，８２はＩＧＢＴモジュールを示し、７，７１，７２は
クランプダイオードモジュールを示す。各パワー半導体モジュールはヒートパイプと反対
側の面に設置されているので、図３では破線で示している。ヒートパイプ３の中心軸を通
るように切断した面における鉛直断面図を図４，図５に示す。図４は冷却風の流れに平行
な断面、図５は冷却風の流れに垂直な断面を表わしている。なお、図３における切断面Ａ
－Ａ，Ｂ－Ｂ，Ｃ－Ｃ，Ｄ－Ｄは、それぞれ図１，図２，図４，図５の断面図に対応して
いる。ヒートパイプ３の受熱部３０１は受熱部材４に埋め込まれており、受熱部３０１の
片側からは放熱部３０２が立ち上がり、フィン５に接続されている。フィン側に立ち上げ
ることのできない端部付近には、立ち上がり部を持たないヒートパイプ１５，１６を設け
ている。
【００１８】
　冷却装置１００１の周囲にはダクト１４が設けられ、図１２に示すように、送風機４０
によってダクト１４に冷却風が送られる。なお、本実施形態では冷却風を冷却ファンによ
って強制的に送風する構造について説明するが、車両が走行することにより発生する走行
風によって電力変換装置を冷却する構造や、熱せられた空気が上昇するという自然対流を
利用して電力変換装置を冷却する構造にも本発明は適用できる。走行風を利用する構造の
場合は、冷却風は走行方向とほぼ同一方向となるため、ヒートパイプ１，２は車両の走行
方向とほぼ同一方向に沿うように配置される。また、自然対流を利用する構造では、ヒー
トパイプ１，２は鉄道車両の上下方向（重力方向）とほぼ同一方向に沿うように配置され
る。
【００１９】
　次に、各パワー半導体モジュールを冷却する動作について、ＩＧＢＴモジュール８２を
例に取って説明する。ＩＧＢＴモジュール８２の内部に設けられたパワー半導体等が動作
することによって発生した熱は受熱部材４に伝えられ、Ｕ字型ヒートパイプ１の受熱部１
０１に達する。Ｕ字型ヒートパイプ１には冷媒（純水，ハイドロフルオロカーボン等）が
封入されている。受熱部１０１において加熱された冷媒は蒸発して気体となり、放熱部１
０２に移動する。放熱部１０２において空気によって冷却された冷媒は凝縮して液体に戻
る。放熱部１０２で凝縮した冷媒は重力によって受熱部１０１に戻ってくる。このように
蒸発，凝縮を繰り返して冷媒が移動することにより、受熱部材４の熱が大気などの電力変
換装置の外に放熱される。ヒートパイプ２，３にも冷媒（純水，ハイドロフルオロカーボ
ン等）が封入されており、同様に蒸発，凝縮を繰り返して冷媒が移動することにより、受
熱部材４の熱が大気などの電力変換装置の外に放熱される。立ち上がり部を持たないヒー
トパイプ１５，１６にも冷媒（純水，ハイドロフルオロカーボン等）が封入されている。
【００２０】
　パワー半導体モジュールの発熱により、冷却風の温度は風上側から風下側に行くに従っ
て上昇する。そのため、発熱量が同じであっても風下側のパワー半導体モジュールのジャ
ンクション温度は風上側のパワー半導体モジュールのジャンクション温度よりも高くなる
傾向がある。図１から図５において、冷却風の方向に長手方向を配置したＵ字型及びＬ字
型のヒートパイプ１，２は、受熱部１０１，放熱部１０２を冷却風の流れに沿って配置し
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て風下側から風上側に熱を移動させることにより、風下側のパワー半導体モジュールの温
度上昇を抑えている。
【００２１】
　一方、図１４に示すように、ＩＧＢＴモジュール８，８１，８２の発熱量が、クランプ
ダイオードモジュール７，７１，７２の発熱量よりも著しく大きく、ＩＧＢＴモジュール
８，８１，８２の発熱量がＩＧＢＴモジュール６，６１，６２よりも比較的大きいような
場合、走行風の方向と略垂直方向に長手方向を配置したヒートパイプ３によって、冷却風
と略垂直方向に発熱量の大きい方から小さいほうへ熱を移動できるので、発熱量の大きな
ＩＧＢＴモジュール８，８１，８２の温度上昇を抑えることができる。ここで、ヒートパ
イプ３は発熱量の大きなＩＧＢＴモジュールと発熱量の比較的小さなクランプダイオード
モジュールに跨るように配置することで発熱量の大きい方から小さいほうへ熱移動が容易
となる。更に、立ち上がり部を持たないヒートパイプ１５，１６にも温度の高い部分から
低い部分に熱を移動させて平均化させる均熱作用がある。
【００２２】
　ＩＧＢＴモジュール６，６１，６２とＩＧＢＴモジュール８，８１，８２の発熱量が同
じぐらいで、クランプダイオードモジュール７，７１，７２の発熱量よりも著しく大きい
場合には、図６に示すようにＩＧＢＴモジュール６，８，６１，６２，８１，８２の各部
分に走行風の方向と略垂直方向に長手方向を配置したヒートパイプ３を配置するとよい。
長手方向が冷却風の流れ方向とほぼ垂直の方向に設置されたヒートパイプが、対応する素
子側の発熱量の大きい部分と発熱量の小さい部分ないしは発熱体のない部分との間に跨る
ように設置する構造とする。
【００２３】
　このように、本実施形態によれば、冷却風と略同じ方向に長手方向を配置したヒートパ
イプと、冷却風と略垂直方向に長手方向を配置したヒートパイプとを組み合わせることに
よって、パワー半導体モジュールの発熱を効果的に分散することにより冷却性能を向上で
きるので、冷却装置を小型化することが可能である。また、冷却装置が小型化されるに従
って、受熱部材の一方側は発熱性のモジュールで覆われることとなるため、発熱量の比較
的大きなモジュールと発熱量の比較的小さなモジュールに対応する位置に跨ってヒートパ
イプを配置することにより均熱効果を向上させることが可能となる。
【００２４】
　図７，図８に本発明の他の実施形態（第２の実施形態）における電力変換装置を示す。
図７には受熱部材４とヒートパイプ及びパワー半導体モジュールの配置を、図８に冷却風
の流れ方向と垂直方向の断面（図７でＥ－Ｅに相当する断面）を示す。他の部分の構成は
、第１の実施形態と同様である。本実施形態では、冷却風の流れに略垂直方向のヒートパ
イプ３１の受熱部３１１の両端部分３１２及び３１３をフィン側に立ち上げる構造として
いる。このような構造とすることにより、高温のＩＧＢＴモジュール６，６１，６２の発
熱を比較的低い部分に移動させるとともに、高温のパワー半導体モジュール部分にあるフ
ィンにも放熱させることにより、冷却性能を向上している。本実施形態によれば、冷却風
と略同じ方向が長手方向となるように受熱部を配置したヒートパイプと、冷却風と略垂直
方向に受熱部を配置したＵ字形のヒートパイプを組み合わせることによって、パワー半導
体モジュールの発熱を効果的に分散して冷却性能を向上できるので、冷却装置を小型化す
ることが可能である。
【００２５】
　図９に本発明の更に他の実施形態（第３の実施形態）における電力変換装置を示す。本
実施形態では、冷却風の上流側のフィン５のピッチを広くして、下流側はフィン５と５０
によってフィンピッチを小さくするようにした。フィンの構成としては、図１０のように
、上流側フィン５１と下流側フィン５２とにフィンを分割して、それぞれのフィンピッチ
を変えるようにしてもよい。また、上流側のフィンと下流側のフィンの材質を変えて、下
流側のフィンの熱伝導率が上流側のフィンの熱伝導率よりも高い材質にしてもよい。例え
ば、上流側フィンの材質をアルミニウム、下流側フィンの材質を銅にする。



(9) JP 5581119 B2 2014.8.27

10

20

30

40

50

【００２６】
　本実施形態によれば、冷却風の温度が低い風上の部分はフィンピッチを広くして通風抵
抗を下げ、冷却風の温度が高い風下の部分はフィンピッチを狭くして放熱を多くすること
により、冷却装置全体としてバランス良く放熱することができ、冷却装置を小型化するこ
とが可能である。
【００２７】
　図１１に本発明の更に他の実施形態（第４の実施形態）における電力変換装置を示す。
本実施形態では、上流側のヒートパイプ４０１，４０２のフィン側へ立ち上げるパイプ（
放熱部）の間隔を大きく、下流側のヒートパイプ４０３，４０４のフィン側へ立ち上げる
パイプ（放熱部）の間隔を小さくし、下流になるほどヒートパイプのフィン側へ立ち上げ
たパイプ（放熱部）が密に配置されるようにした。本実施形態によれば、冷却風の温度が
低い風上の部分はパイプの間隔を広く取ることによってパイプの通風抵抗を下げ、冷却風
の温度が高い風下の部分はパイプの間隔を狭くしてフィンに放熱するパイプを多く設置す
ることにより、冷却装置全体としてバランス良く放熱することができ、冷却装置を小型化
することが可能である。
【００２８】
　なお、第３の実施形態における図９または図１０の構造と、第４の実施形態における図
１１の構造を組み合わせることによって、更に効果的にモジュールの放熱を行い、冷却装
置を小型化することも可能である。
【００２９】
　上記した各実施例では、Ｕ字のヒートパイプ１とＬ字のヒートパイプ２を冷却風と略同
一の方向に沿って配置する例を示したが、本発明は当該実施例に限られず、Ｕ字ヒートパ
イプ１のみで放熱部を構成する場合や、Ｌ字ヒートパイプ２のみで放熱部を構成する場合
にも当然適用可能である。
【００３０】
　また、上記した各実施例では、放熱部が千鳥状に配列した例を説明したが、本発明は当
該実施例に限られず、冷却方向と略垂直方向に隣接するヒートパイプの放熱部が冷却方向
と略垂直方向に見て重なりあうように、放熱部が整列した構成においても、本発明は適用
可能である。
【００３１】
　また、上記した各実施例では、冷却風と略同一方向に長手方向を配置したヒートパイプ
と、冷却風と略垂直方向に長手方向を配置したヒートパイプ３とを組み合わせることにつ
いて説明したが、必ずしも冷却風の方向を意識する必要はなく、複数のヒートパイプの受
熱部が所定以上の角度となるように受熱部材４に配置されていれば、パワー半導体モジュ
ールの発熱を分散して冷却性能を向上させるという効果を奏することができる。ここで、
所定以上の角度とは、例えば３０度以上１５０度以下であれば良い。
【００３２】
　また、上述した実施例において、最大発熱量が異なるパワー半導体モジュールの例とし
て、ＩＧＢＴモジュールとクランプダイオードモジュールを示したが、ＩＧＢＴモジュー
ル同士であっても最大発熱量が異なり、温度分布に傾きが生じる場合には、本発明が適用
可能である。
【符号の説明】
【００３３】
１　Ｕ字型ヒートパイプ
２　Ｌ字型ヒートパイプ
３　ヒートパイプ
４　受熱部材
５　フィン
６，８，６１，６２，８１，８２　ＩＧＢＴモジュール
７，７１，７２　クランプダイオードモジュール
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９　ＩＧＢＴ駆動回路
１０　フィルタコンデンサ
１１，１２，１３　ケース
１４　ダクト
１５，１６　立ち上がり部を持たないヒートパイプ
４０　送風機
１０１，２０１，３０１　ヒートパイプの受熱部
１０２，２０２，３０２　ヒートパイプの放熱部

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】

【図７】
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【図８】 【図９】

【図１０】 【図１１】
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【図１２】 【図１３】

【図１４】 【図１５】
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